
1.事業者概要(全社共通)

2.事業所概要

3.通常の事業の実施地域および営業時間

※

4.職員体制(主たる職員)

通常の事業の実施地域
※通常の事業の実施地域外の利用者にサービス提供は行いませ
ん。

通所介護等利用契約　重要事項説明書

職員(人)

9:30～16:30

江戸川区

生活相談員 2人 1人

介護従業者及び業務の管理を行う。

(内、介護職員兼務) (2人)

(内、生活相談員兼務)

介護保険事業所指定番号

開設年月日 2019年5月1日

行う。

ミモザ株式会社

職務内容

通所介護計画の作成に係る業務並びに

(1人)

(内、機能訓練指導員兼務)

(内、機能訓練指導員兼務)

事業者名

通所介護：1372309862
第1号通所事業(通所型サービス)：13A2300997

常勤 非常勤

(1人)
(内、(准)看護師兼務) (0人)

(0人) (0人)

(0人)

ご利用者及びその家族からの介護等

管理者

職種

1人

営業時間

35名

事業所名 ミモザ江戸川鹿本
所在地 東京都江戸川区東松本一丁目6番19号

管理者氏名

事業所の種類 指定通所介護事業所
第1号通所事業(通所型サービス)事業所

利用定員

事業所の運営方針 利用者の心身の状況、希望およびその置かれている環境、他の
医療保険サービスまたは福祉サービスの利用状況を把握し、そ
の目標を設定し、計画的に行うものとします。

電話／FAX番号 (電話)03-6657-8635／(FAX)03-6657-8637

8:30～17:30

作成日:2025年12月15日

近江達朗
事業の目的 利用者に対して可能な限り居宅において、その有する能力に応

じて自立した日常生活を営むことができるよう支援することを
目的とします。

悪天候(大雪、台風など)、地震などにおいてサービス提供が困難な時は、サービス提供を中
止する場合があります。

(内、(准)看護師兼務) (0人) (0人)

(内、介護職員兼務) (1人)

営業日 月曜日～土曜日(ただし12/31～1/3を除きます。)

サービス提供時間

損害賠償責任保険加入先 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

代表者名 代表取締役　清水　亨

所在地 東京都品川区南品川二丁目2番5号

に関する相談やそれに対する助言を
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※

5.サービスおよび利用料等

5-1.介護保険給付の対象となる料金

5-2.介護保険給付の対象とはならない料金

本重要事項説明書の添付書類の通りです。

5-3.キャンセル

6.利用にあたっての留意事項

① 事業所内では飲酒しないでください。

②
③ 所持金は、自己の責任で管理してください。

④

⑤

⑥
⑦

7.研修

① 採用時研修 採用後2か月以内

② 経験に応じた研修 随時

8.秘密保持と個人情報の保護

・

①

事業所の敷地内では喫煙を原則遠慮していただいております。

(1人) (2人)
2人

サービスの提供時の健康チェックの結果によっては、入浴等を中止することがありま
す。

1人 4人

(内、機能訓練指導員兼務)

厚生労働省の定める基準を遵守し、指定通所介護または第1号通所事業(通所型サービス)
を提供する職員として、上記の職種の職員を配置しています。

利用日当日の朝8時30分までに下記の連絡先に連絡がない場合、下記の
キャンセル料を徴収します。

ご利用者の介護や入浴・排泄・食事等

(内、介護職員兼務) (1人) (4人)

(2人)
機能訓練指導員

(1人)

介護職員

ご利用者の健康チェックおよび心身の
状態の把握を行う。

(准)看護師

(内、介護職員兼務)

1人

ご利用者が日常生活を営むのに必要な
機能の減退を防止するための訓練指導
・助言を行う。

03-6657-8635

本重要事項説明書の添付書類の通りです。なお住所変更により、利用者の住所が事業所の所
在する市区町村でなくなった場合は、介護保険給付サービスは利用できなくなることがあり
ます(事前に事業所にご相談ください。)。

本重要事項説明書の添付書類の通りです。

施設内での、他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。

業務上で知りえた利用者等に関する秘密や個人情報を、具体的な方法を定めて保護し
ます。

　事業者は、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けます。また業務の執行
体制についても検証・整備します。

事業者は、利用者およびその家族等(以下、「利用者等」といいます。)の秘密保持と個
人情報の保護について、次の事項を遵守します。

食品の持ち込みや利用者同士の食品の交換は食品衛生上問題がありますので、禁止させ
て頂きます。

取り扱い

連絡先
キャンセル料

入浴室または機能訓練指導室を利用する場合は、事業所の職員立ち会いのもとで、本来
の用法に従って使用してください。

生活全般にかかる援助を行う。
5人 10人
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②

・

①

②

③

9.提供するサービスの第三者評価の実施状況

10.身体拘束等の適正化

・

・

①

②

③

・

・

11.苦情相談窓口並びに苦情処理の体制及び手続き

12.緊急時における対応

・ 事業者は、サービスの提供を行っているときに利用者の症状の急変、その他緊急事態が
生じたときは、速やかに主治医および利用者の家族に連絡し、救急指定病院へ搬送する
等の処置を講じます。

江戸川区社会福祉協議会苦情解決委員会事務局
(電話)03-3653-6275／(FAX)03-3654-2940

東京都国民健康保険団体連合会
(電話)03-6238-0177　平日9:00～17:00

お客様相談室　(電話)03-6712-8110　9:00～17:00

秘密保持については、指定通所介護等利用契約書の履行中だけでなく当該契約終了後
も遵守します。

事業者は、法令に基づく必要な措置をとるために、以下の場合に利用者等の個人情報を
関係者等に開示することがあります。

実施の有無 なし

　苦情相談窓口は下記の通りとなります。事業所苦情相談窓口又は本社苦情相談窓口の担当者
が苦情を受けた場合、当該苦情に関する情報収集を行い、必要に応じて関係者と協議を行いま
す。その結果、対応策の実施が必要となった場合には、速やかに実施します。
事業所苦情相談窓口

評価結果の開示状況

外部苦情申立て機関

 

本社苦情相談窓口

利用者のあらかじめの書面による同意がある場合。

その他利用者等の個人情報を開示する正当な理由がある場合。

実施した直近の年月日  
実施した評価機関の名称

近江達朗　(電話)03-6657-8635　月～土　8:30～17:30

事業者は、上記の取り組みを適正に行うために、年1回身体的拘束等の適正化のための研
修を行います。

事業者は、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。ただし
利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合に限
り、身体拘束を行う場合があります。
上記の身体拘束を行うのは、以下の3つの要件をすべて満たしている場合に限ります。

切迫性

利用者本人または他の利用者等の生命または身体が危険にさらされる可能性が著しく
高いこと。
非代替性

身体的拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。

一時性

身体的拘束その他の行動制限が一時的なものであること。

事業者は、身体的拘束を行う場合には、その態様および時間、その際の利用者の心身の
状況並びに緊急やむを得ない理由を記録することとします。しかし、その場合も速やか
な解除に努めるとともに、理由を利用者本人に説明し、理由および一連の経過をご家族
等に報告します。

 

利用者または第三者の生命・身体・健康・財産に危険がある場合。
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・

13.事故発生時における対応

・

・

・ 事業者は賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を行います。

重要事項説明書の添付書類

〇 介護保険の基本報酬

〇 介護保険の加算報酬

〇 介護保険の各種加算の説明

〇 保険の対象とはならない費用一覧

(以下余白)

利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市区町村、当該利用者の
家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講じ
ます。
事業者は上記の事故の状況および事故の際にとった措置について記録します。

上記の緊急事態が生じたとき、看護職員がいる場合にあっては、当該看護職員が必要に
応じて臨時応急の手当てを行います。
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緊急連絡先①

氏名

間柄

住所

電話

緊急連絡先②

氏名

間柄

住所

電話

主治医

病院名

主治医氏名

住所

電話

緊急連絡先及び主治医
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(事業者)

事業所名

住所

説明日 年 月 日

説明者名

(利用者)

住所

氏名

(署名代行者(利用者の署名を代筆した場合))

住所※1

氏名 (本人との関係: )

※1　住所は、利用者本人と同じ場合は記入を省略できます。その場合は、住所欄に「本人と同じ」とご記入ください。

(家族の代表または利用者代理人(代理人がいる場合))

住所※1

氏名 (本人との関係: )

※1　住所は、利用者本人と同じ場合は記入を省略できます。その場合は、住所欄に「本人と同じ」とご記入ください。

　

利用者は、心身の状況等により署名が出来ないため、利用者本人の意思を確認の上、私が利
用者に代わって、その署名を代筆しました。

当事業者は本重要事項説明書に基づいて、通所介護のサービス内容および重要事項の説明を
しました。

ミモザ江戸川鹿本

東京都江戸川区東松本一丁目6番19号

私は本書面の交付と説明を受け、重要事項説明書及びその添付書類の内容に同意いたしま
す。
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①地域単価

②基本料金(日額)

7h以上8h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

6h以上7h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

5h以上6h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

4h以上5h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

3h以上4h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

2h以上3h未満

※

心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利
用者に、2h以上3h未満のサービス提供を行った場合は、4h以上5h未満の単位数×70%の単位
数を算定します。
上記料金は、厚生労働省の報酬告示(2024年4月施行)に基づき定められた料金です。改正
になった場合には当該改正に従い変更させていただきます。

要介護5 588 641 1,282 1,923
要介護4 533 581 1,162 1,743
要介護3 479 523 1,045 1,567
要介護2 423 461 922 1,383
要介護1 370 404 807 1,210

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護5 617 673 1,345 2,018
要介護4 560 611 1,221 1,832
要介護3 502 548 1,095 1,642
要介護2 444 484 968 1,452
要介護1 388 423 846 1,269

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護5 984 1,073 2,145 3,218
要介護4 880 960 1,919 2,878
要介護3 777 847 1,694 2,541
要介護2 673 734 1,467 2,201
要介護1 570 622 1,243 1,864

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護5 1,008 1,099 2,198 3,297
要介護4 901 982 1,964 2,946
要介護3 796 868 1,736 2,603
要介護2 689 751 1,502 2,253
要介護1 584 637 1,273 1,910

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

1,694 2,541

要介護5 1,148 1,252 2,503 3,754
要介護4 1,023 1,115 2,230 3,345

介護保険の基本報酬(2024年4月1日以降)

地域 江戸川区(1級地)
地域単価 10.9円

要介護1 658 718 1,435 2,152

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護3 900 981 1,962 2,943
要介護2 777 847

備考

備考

備考

備考

備考



※

【自己負担額算出方法】
地域単価×単位数＝①円(利用料金(10割)。1円未満切捨て。)
①×保険給付(9割、8割又は7割)＝②円(1円未満切捨て。)
①‐②＝③円(③が各々の負担割合に応じた自己負担額)

料金の計算過程における端数処理により、実際の請求額が上記金額と若干異なる場合が
あります。

(以下余白)



①地域単価

②各種加算

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

※

※

介護保険の加算報酬(2025年4月1日以降)

地域 江戸川区(1級地)
地域単価 10.9円

入浴介助加算(I) 40 44 88 131

加算の名称 単位数
自己負担

備考
(1割) (2割) (3割)

入浴介助加算(II) 55 60 120 180
中重度者ケア体制加算 45 49 98 147

個別機能訓練加算(I)イ 56 61 122 183

生活機能向上連携加算(II) 200 218 436 654 1月単位

個別機能訓練加算(II) 20 22 44 66 1月単位

個別機能訓練加算(I)ロ 76 83 166 249

若年性認知症利用者受入加算 60 66 131 197
口腔機能向上加算(I) 150 164 327 491 月2回まで
科学的介護推進体制加算 40 44 88 131 1月単位
送迎減算 -47 -52 -103 -154
介護職員等処遇改善加算(II) 1か月に利用したサービスの総単位数に対して加算(9.0％)

上記料金は、厚生労働省の報酬告示(2024年6月施行)に基づき定められた料金です。改正
になった場合には当該改正に従い変更させていただきます。
料金の計算過程における端数処理により、実際の請求額が上記金額と若干異なる場合が
あります。

(以下余白)

【自己負担額算出方法】
地域単価×単位数＝①円(利用料金(10割)。1円未満切捨て。)
①×保険給付(9割、8割又は7割)＝②円(1円未満切捨て。)
①‐②＝③円(③が各々の負担割合に応じた自己負担額)



送迎減算 事業所の送迎を利用しない場合(片道)

科学的介護推進体制加算
利用者ごとに利用者の心身の状況に係る基本的な情報を、利
用開始月若しくは利用終了月又は少なくとも3月に1回以上、
LIFEに情報提出し活用した場合(1月当たり)

口腔機能向上加算(I)
看護職員等を1名以上配置して、利用者ごとの口腔機能改善
管理計画を作成し、当該計画に従い看護職員等が口腔機能向
上サービスを行った場合(2回/月まで)

若年性認知症利用者受入加算
65歳の誕生日の前々日までの利用者に対し、個別の担当者を
定めて、その者を中心にサービス提供を行った場合。

入浴介助加算(II)

入浴介助加算(Ⅰ)に加えて、機能訓練指導員等が共同して、
利用者の居宅を訪問し浴室における利用者の動作及び浴室の
環境を評価した医師等との連携の下で、個別の入浴計画を作
成し、当該計画に基づき入浴介助を行った場合

介護保険の各種加算の説明(2025年4月1日以降)

加算の名称 加算の説明

入浴介助加算(I)
次のいずれも満たす場合に算定する加算です。
〇入浴介助を行った場合
〇入浴介助に関する研修を行った場合

中重度者ケア体制加算

次のいずれも満たす場合に算定する加算です。
〇人員基準に加えて、看護職員又は介護職員を常勤換算方法
で2以上確保
〇前年度又は前3月の要介護3～5の利用者の割合が30％以上
〇通所介護を行う時間帯を通じて専従の看護職員を1以上配
置

個別機能訓練加算(I)イ

専従の機能訓練指導員として従事する理学療法士等を1名以
上配置したうえで、機能訓練指導員等が作成した個別機能訓
練計画に基づいて理学療法士等が機能訓練を適切に提供して
いること。当該計画は3か月に1回以上、利用者の居宅に訪問
し必要に応じて見直しを行う。

個別機能訓練加算(I)ロ

個別機能訓練加算(I)イの理学療法士等の配置に加え、理学
療法士等を配置し、機能訓練指導員等が作成した個別機能訓
練計画に基づいて理学療法士等が機能訓練を適切に提供して
いること。当該計画は3か月に1回以上、利用者の居宅に訪問
し必要に応じて見直しを行う。

個別機能訓練加算(II)
個別機能訓練加算(I)イ又は(I)ロに加え、個別機能訓練計画
を作成若しくは変更した月又は少なくとも3月に1回、LIFEに
情報提出し活用した場合

生活機能向上連携加算(II)

訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーション事
業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の
理学療法士等が、事業所を訪問し、事業所の機能訓練指導員
等が共同して身体状況等の評価及び個別機能訓練計画を作成
し、当該計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向
上を目的とする機能訓練を提供した場合。

介護職員等処遇改善加算(II)

職場環境の改善、賃金体系等の整備、研修の実施、資格や勤
務年数等に応じた昇給の仕組みの整備、職場環境のさらなる
改善及び見える化等を通じて介護職員の基本的な待遇改善・
ベースアップ等のための加算



(以下余白)

日常生活費 実費

保険の対象とはならない費用一覧(2022年11月1日以降)

名称 内容 備考

食費
昼食代650円
おやつ・飲み物代100円

キャンセル料
利用日当日の朝8時30分までに右記の連絡先に連絡
がない場合、650円(昼食代)、100円(おやつ・飲み
物代)を徴収します。

03-6657-8635


